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１　基本的な事項

（１）長万部町の概況            

　①自然的、歴史的、社会的、経済的諸条件の概要　　　　

　②過疎の状況

　③社会経済的発展の方向の概要

（２）人口及び産業の推移と動向

本町は、北海道渡島半島北部、内浦湾最奥部の渡島地域に属し、檜山、後志、胆振地域を境と
して、八雲町、今金町、島牧村、黒松内町、豊浦町に接しています。

町域は、東西29.4㎞、南北28.4㎞、総面積310.76k㎡を有し、地形は丘陵が起伏し大部分が山地
によって占められ、平地は内浦湾に沿って帯状に分布しており、長万部川、紋別川、国縫川の各
流域に平坦な農耕地が広がっています。

海岸は、本町の南端豊津から東端静狩まで長大な砂浜になっており、静狩から豊浦町境界まで
の勇壮な海蝕崖、山岳、湿原植物、ブナ原生林など、豊かな自然環境が温存されています。

気候は、春から夏にかけては南東の季節風の影響を受けて日照時間が短く、低温日が多い傾向
にあります。一方で冬は北西の季節風が吹きますが積雪量は比較的少なく、北海道としては温暖
な地域となっています。

交通網は、ＪＲ函館本線と室蘭本線および国道５号、37号、230号の分岐点となっており、平成
９（1997）年に北海道縦貫自動車道長万部ＩＣ、平成13（2001）年には国縫ＩＣが供用開始され
ています。また、檜山管内せたな町と連絡する渡島半島横断道路（地域高規格道路）が整備さ
れ、平成23（2011）年には国縫道路が開通しました。そのほか、北海道新幹線長万部駅の令和12
（2030）年度末の開業に向け事業が進められるなど、交通の拠点としての機能が強化されつつあ
り、周辺市町村も含めた活性化への取り組みが期待されています。
 

本町の人口は、昭和３５年国勢調査で15,341人、昭和４０年国勢調査で15,349人をピークに減
少を続け、平成２７年の国勢調査では5,926人と、ピーク時の約３分の１程度になっています。特
に若年層から壮年層を中心とした社会流出の継続、出生率の低下に伴う年少人口の減少など、過
疎化と人口構成の高齢化が急速に進んでいます。

その要因としては、国鉄の分割民営化に伴う合理化で本町の就労人口の多くを占めていた運輸
関係就労者の激減や、地元企業の弱体化による就職先の限定、第１次産業の後継者問題、都会派
指向による若者の流出等が考えられます。今後も、この少子・高齢化の傾向は続いていくことが
予想され、これらに対応した施策展開が大きな課題となっています。

本町では、離農や青少年の町外への流出が続いて過疎化が進行する中、商業を中心とした社会
経済面のみならず、文化・スポーツ振興等の各種分野においても大きな打撃を受けてきました。
このため、過疎地域自立促進市町村計画、産業振興促進計画、まちづくり総合計画等を策定し、
東京理科大学の進出や産業振興、福祉の向上をはじめ都市基盤の整備など各施策の展開と各種施
設の充実等による地域振興を進めてきており、平成２７年度からは長万部町創生総合戦略及び新
幹線を核とした町づくり計画等を策定し、恵まれた交通立地や知名度をいかした「おしゃまんべ
ブランド」の形成、基幹産業である漁業や農業の振興をはじめ、他産業との連携を強化して足腰
の強い産業基盤を築くことが重要です。

本町の国勢調査を資料とした人口は、昭和３５年から昭和４０年までは、15,000人台を維持し
てきましたが、昭和４０年から昭和５０年の１０年間には3,606人の減、昭和５０年から昭和６０
年の１０年間には1,491人の減、昭和６０年から平成７年の１０年間には1,445人の減、平成７年
から平成１７年の１０年間には1,804人の減、平成１７年から平成２７年の１０年間には1,077人
の減と昭和３５年から平成２７年までの５５年間では、9,415人が減少しています。

平成27年国勢調査では、ピーク時人口の約３分の１となる5,926人（男性 2,869人、女性 3,057
人）まで減少し、年齢別人口をみると０歳から１４歳までの幼年人口が全体の8.6％、１５歳から
６４歳の生産年齢人口が54.5％、６５歳以上の老齢人口が37.0％となっております。特に高齢者
比率については、昭和３５年国勢調査での4.2％から平成２７年国勢調査の37.0％まで年々増加し
てきており、現在も過疎化と少子高齢化が進行しています。

地域経済の動向を就業人口構造からみると、人口減少に伴う就業者数の減少が続く中、第１次
産業19.8％、第２次産業21.9％、第３次産業58.2％で、大きな変化はみられません。
　各産業別では、第１次、第２次、第３次ともほぼ停滞傾向にあります。

また、長万部町人口ビジョン令和元年度見直し版による人口の見通しでも、今後もすべての年
齢区分について減少が続く事が予想されます。
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表1-1(1)　人口の推移(国勢調査)
昭和55年

実 数 増減率 実 数 増減率 実 数 増減率 実 数 増減率 実 数

本町の国勢調査を資料とした人口は、昭和３５年から昭和４０年までは、15,000人台を維持し
てきましたが、昭和４０年から昭和５０年の１０年間には3,606人の減、昭和５０年から昭和６０
年の１０年間には1,491人の減、昭和６０年から平成７年の１０年間には1,445人の減、平成７年
から平成１７年の１０年間には1,804人の減、平成１７年から平成２７年の１０年間には1,077人
の減と昭和３５年から平成２７年までの５５年間では、9,415人が減少しています。

平成27年国勢調査では、ピーク時人口の約３分の１となる5,926人（男性 2,869人、女性 3,057
人）まで減少し、年齢別人口をみると０歳から１４歳までの幼年人口が全体の8.6％、１５歳から
６４歳の生産年齢人口が54.5％、６５歳以上の老齢人口が37.0％となっております。特に高齢者
比率については、昭和３５年国勢調査での4.2％から平成２７年国勢調査の37.0％まで年々増加し
てきており、現在も過疎化と少子高齢化が進行しています。

地域経済の動向を就業人口構造からみると、人口減少に伴う就業者数の減少が続く中、第１次
産業19.8％、第２次産業21.9％、第３次産業58.2％で、大きな変化はみられません。
　各産業別では、第１次、第２次、第３次ともほぼ停滞傾向にあります。

また、長万部町人口ビジョン令和元年度見直し版による人口の見通しでも、今後もすべての年
齢区分について減少が続く事が予想されます。

(単位：人、％)

区分
昭和35年 昭和40年 昭和45年 昭和50年

人 ％
15,341 - 15,349 0.1 13,284 △ 13.5 11,743 △ 11.6

増減率

総数
人 人 ％ 人 ％ 人 ％

5,607 - 4,802 △ 14.4 3,716 △ 22.6 2,938

11,004 △ 6.3

0歳～14歳

9,086 - 9,734 7.1 8,614 △ 11.5

△ 20.9 2,353 △ 19.9

15歳～64歳

2,754 △ 22.4 2,366 △ 14.1 2,054 △ 13.2～29歳(a) 3,777 - 3,547 △ 6.1

7,777 △ 9.7 7,475 △ 3.9
うち15歳

％ ％ ％
17.3 1,028 7.8 1,176 14.4

若年者比率 ％ ％
648 - 813 25.5 954

65歳以上(b)

％ ％ ％
- 20.1 - 18.7 -

高齢者比率 ％ ％
(a)／総数 24.6 - 23.1 - 20.7

平成17年
実 数 増減率 実 数 増減率 実 数 増減率 実 数 増減率 実 数

- 8.8 - 10.7 -

区分
昭和60年 平成2年 平成7年 平成12年

(b)／総数 4.2 - 5.3 - 7.2

人 ％
10,252 △ 6.8 9,127 △ 11.0 8,807 △ 3.5 8,032 △ 8.8

増減率

総数
人 人 ％ 人 ％ 人 ％

2,065 △ 12.2 1,472 △ 28.7 1,260 △ 14.4 964

7,003 △ 12.8

0歳～14歳

6,806 △ 8.9 6,102 △ 10.3 5,586 △ 8.5

△ 23.5 704 △ 27.0

15歳～64歳

△ 18.6△ 10.6 1,257 △ 8.1 1,023～29歳(a) 1,634 △ 20.4 1,530 △ 6.4

4,822

1,368

△ 13.7 3,944 △ 18.2
うち15歳

65歳以上(b)
26.3 2,246 14.5 2,355

若年者比率 ％ ％
1,381 17.4 1,553 12.5 1,961

- 15.6 - 14.6 -
高齢者比率 ％ ％
(a)／総数 15.9 - 16.8 -

4.9

15.5
％ ％ ％

△ 17.3

- 28.0 - 33.6 -

区分
平成22年

実 数 増減率

(b)／総数 13.5 - 17.0 - 22.3
％ ％ ％

平成27年
実 数 増減率

人
5,926 △ 7.2

507

高齢者比率 ％
(b)／総数 35.0 -

若年者比率 ％
(a)／総数 14.8 -

～29歳(a) 942 △ 7.9

65歳以上(b)
2,232 △ 5.2

15歳～64歳
3,572 △ 9.4

うち15歳

総数
人

6,386 △ 8.8

0歳～14歳
582

2,190 △ 1.9
％

15.8 -
％

37.0 -

△ 12.9

3,229 △ 9.6

937 △ 0.5

- 2 -



表1-1(2)　産業別人口の動向(国勢調査)

表1-1(3)　人口の見通し(長万部町人口ビジョン令和元年度見直し版)
令和17年

3,624

(単位：人、％)

総人口 5,926 5,294 4,636 4,103
令和22年 令和27年 令和32年区　　　分 平成27年 令和2年 令和7年 令和12年

3,191 2,803 2,468

増減率

△ 10.9 5,220 2.7

第一次産業
就職人口比率 33.7

1,922 1,706 1,499 1,336
6.10 5.58 5.42 5.35（０～14歳） 8.56 8.33 7.89 6.99

152 132年少人口 507 441 366 287 221 178

2,742 2,357 2,099生産年齢人口 3,229

1,152 1,000
（65歳以上） 36.96 39.88 41.26 41.85 40.87 40.96 41.10

53.46 53.48 54.13
老年人口 2,190 2,111 1,913 1,717 1,481 1,307
（15～64歳） 54.49 51.79 51.16 53.04

実 数 増減率

総数 6,006 - 6,445 7.3 5,703 △ 11.5 5,082

実 数 増減率 実 数 増減率 実 数 増減率
区分

昭和35年 昭和40年 昭和45年 昭和50年 昭和55年
実 数

57.5 - 61.5 - 61.3 -

- 18.1 - 20.0 -

第三次産業
就職人口比率 45.8 - 49.9 -

20.4 - 18.6 -

第二次産業
就職人口比率 20.5 - 25.8 - 19.6

- 24.3 - 22.9 -

△ 18.7

第一次産業
就職人口比率 19.3 - 20.1 -

総数 4,831 △ 7.5 4,355 △ 9.9 4,424

実 数 増減率 実 数 増減率 実 数 増減率
区分

昭和60年 平成2年 平成7年 平成12年 平成17年
実 数 増減率 実 数 増減率

第三次産業
就職人口比率 60.0 - 58.7 -

第二次産業
就職人口比率 20.7 - 21.2 - 24.9

16.6 - 15.6 - 18.1 -

第三次産業
就職人口比率 59.2 -

第一次産業
就職人口比率 19.9 -

第二次産業
就職人口比率 20.8 -

区分
平成22年

実 数 増減率

総数 2,800 △ 10.4

平成27年
実 数 増減率

2,605 △ 7.0

19.8 -

21.9 -

58.2 -

40.52

50.84

58.5 - 60.4 - 61.6 -

- 24.0 - 20.3 -

1.6 3,843 △ 13.1 3,124
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（３）市町村行財政の状況    

  ア．行　　政

    近年、社会経済環境の変化を背景に、行政に対する住民ニーズは多様化・高度化してき　ており、このような住民ニーズや地域を取り巻く大きな環境の変化に対し、的確に対応で　きる行政運営が求められています。

  イ．財　　政

　　財政歳入総額については、平成15年度 69億7,456万円から平成20年度には 43億1,501万円となり、38.1％の伸びとなっています。自主財源である地方税の構成比は、平成15年度8.2％から平成20年度には13.6％に増加していますが、歳入の 60.8％は地方交付税と地方債に依存している状況となっています。

表1-2(1)　市町村財政の状況

近年、社会経済環境の変化を背景に、行政に対する住民ニーズは多様化・高度化してきてお
り、このような住民ニーズや地域を取り巻く大きな環境の変化に対し、的確に対応できる行政運
営が求められています。

本町では、住民サービスの向上を基本とし、組織機構の合理化や職員定数の適正化、男女共同
参画による女性職員の積極的な雇用及び登用の推進、地域社会を支える人材の確保と育成、職員
人事管理の改革、幅広い分野でのＩＣＴの利活用、広域行政等にも積極的に取り組み、自主・自
立した行政をめざしていきます。

北海道新幹線長万部駅開業を見据え地域の資源や人材を活かしながら将来にわたって住み続け
たいまちづくりを目指した「第４次長万部町まちづくり総合計画」を基本として、「第２期長万
部町創生総合戦略」、「長万部都市計画マスタープラン」「長万部町国土強靱化地域計画」等の
各種町計画や、国・道などの計画との整合性を保ちながら、地域活性化への取り組みを強化して
いきます。

財政歳入総額については、平成27年度 50億5,076万円から令和元年度には 54億3,602万円とな
り、7.6％の増となっています。自主財源である地方税の構成比は、平成27年度12.6％から令和元
年度には12.2％に減少しており、また、歳入の54.0％は地方交付税と地方債に依存している状況
となっています。

歳出では、普通建設事業の歳出総額に占める割合が、平成27年度 5.0％から令和元年度には
14.0％と増加しています。また、義務的経費が歳出総額の31.4％を占め、財政力指数は0.239であ
り、実質公債費比率は微減となっていますが、財政運営は依然として厳しい状況であります。

このため、戦略的な事業実施に向けての財源確保と健全な財政運営をめざして、緊急に必要な
事業を峻別するなど、歳出の見直しを実施するとともに、町税などの収納率向上を図るため、滞
納者対策・納税相談などを積極的に行い、自主財源の確保に努めるとともに、国や道などのあら
ゆる財源制度を活用しながら財源を確保していきます。

(単位：千円)

一般財源 3,308,810 3,431,600 3,147,192
国庫支出金 230,812 310,763 295,802

区分 平成22年度 平成27年度 令和元年度
歳入総額Ａ 4,633,143 5,050,757 5,436,015

その他 575,093 862,640 1,072,433
歳出総額Ｂ 4,543,586 4,890,170 5,288,222

うち過疎対策事業債 55,100 80,900 264,700

道支出金 191,437 182,866 275,796
地方債 326,991 262,888 644,792

その他 2,431,779 2,910,534 2,890,817
過疎対策事業費 111,433 202,817 906,908

うち普通建設事業 265,177 242,962 738,451

義務的経費 1,844,288 1,722,732 1,658,954
投資的経費 267,519 256,904 738,451

実質収支Ｃ－Ｄ 84,794 61,664 48,870
財 政 力 指 数 0.200 0.205 0.239

歳入歳出差引額Ｃ(Ａ－Ｂ) 89,557 160,587 147,793
翌年度へ繰り越すべき財源Ｄ 4,763 98,923 98,923

起 債 制 限 比 率 - - -
経 常 収 支 比 率 79.6 82.4 87.5

公 債 費 負 担 比 率 16.4 13.0 11.7
実 質 公 債 費 率 16.1 13.6 12.4

将 来 負 担 比 率 112.5 52.2 53.1
地 方 債 現 在 高 6,161,487 4,919,811 4,933,039
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  ウ．施設整備水準の現況と動向

表1-2(2)　主要公共施設等の整備状況

（４）地域の持続的発展の基本方針

　　２１世紀に入り、国内外の社会・経済の情勢は、大きく多様に変化し、これらの変化は　地域社会へも大きく影響を及ぼしています。経済面においては、農作物の自由化や貿易の　自由化なども進んで、地球規模での視点が必要となってきており、本町においても「地球　時代」にふさわしい環境づくり、人材育成などが重要性を増しています。

交通通信体系の整備では、長万部市街地及び主要集落を結ぶ基幹町道の整備、市街地と国道バ
イパスを結ぶ都市計画街路事業の道路改良等を実施し、産業・経済・文化の機能と役割を担う交
通体系の整備を図ってきました。

今後は、長万部町長寿命化修繕計画に基づき、道路や橋梁整備を継続して維持管理するととも
に都市間交通の北海道縦貫自動車道地域高規格道路、都市計画道路の整備促進をはじめ、新幹線
開業を見据えた基盤整備や駅周辺整備、主要な生活・産業道路の改良整備を計画的に進めていく
必要があります。

生活環境の整備では、生活水準の向上に伴い衛生上の観点から、公共下水道ストックマネジメ
ント計画に基づく下水道施設の維持整備や、ごみ処理施設整備を図ってきています。また、公営
住宅等長寿命化計画に基づく町営住宅の整備、上水道や消防施設など住民生活に密着した環境の
整備を中心に、防災体制の強化を含めた日常生活の利便性を確保した整備を図っていく必要があ
ります。

産業施設では、酪農経営を主体とした土地改良事業や草地造成などを推進し、一定程度の効果
を上げてきています。また漁港建設事業では、全国で初めての島式による国縫漁港をはじめ、長
万部漁港・静狩漁港・大中漁港の機能保全整備、長万部公園やあやめ公園などのレクリエーショ
ン施設の整備を図ってきましたが、さらに周辺自治体と協力しながら活性化への取り組みが必要
となります。

教育施設では、長万部小・中学校の老朽化による大規模修繕や、ＩＣＴ環境整備を図り、教育
の充実を推進していく必要があります。

福祉施設では、高齢社会へ対応していくため高齢者生活福祉センターやデイサービスセンター
等を建設してきましたが、「長万部町高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画」に基づき、包括
的な保健・福祉・医療対策を進めるとともに、福祉・介護施設の充実を図る必要があります。

区分
昭和55
年度末

平成2
年度末

平成12
年度末

平成22
年度末

令和元
年度末

舗装率(％) 9.7 38.5 51.9
58.8% 61.4%

市町村道
改良率(％) 19.9 44.1 54.9

54.2% 56.6%
農道

3
延長(ｍ) 5,000 1,126 11,308 14,112 16,474

林道 2 1 2 3

-- - - -
耕地１ha当たり農道延長(ｍ) 6.8 3.8 1.9 - -

延長(ｍ)

74.1
人口千人当たり病院、
診療所の病床数(床)

24.1 8.8 8.4 8.7 10.3

水洗化率(％) 2.6 7.2 65.2 73.6

-
水道普及率(％) 93.3 93.9 98.8 99.5 95.3
林野１ha当たり林道延長(ｍ) 2.1 2.2 1.7 -

本格的な人口減少時代に突入し、少子高齢化の進行など厳しい経済情勢の中で、税収や地方交
付税の伸びを期待することは難しく、本町の財政運営は極めて厳しい状況にあります。
　また昨今の新型コロナウィルスの感染拡大が地域経済に深刻な影響を及ぼしております。

一方で、北海道新幹線の開業や外国人旅行者の増加、東京理科大学長万部キャンパスの活用な
ど、地域の未来を拓く様々な動きも見られます。本町の恵まれた水産資源や気候条件、地域文化
などの地域特性と、北海道新幹線長万部駅が立地する地理的条件や東京理科大学の知的資源を活
かし、時代の潮流を的確に認識しながら、地域づくりに取り組むことが求められています。

このように町を取り巻く環境が大きく変化する中で、徹底した行財政改革の取り組みはもちろ
ん、経済の成長や人口増加を前提としたまちづくりから、地域資源を活かしたまちづくりへの転
換が必要とされています。

さらに、地球環境という観点からも、資源やエネルギー問題、生物多様性の確保等、単一の国
の問題ではなく、地球規模で捉える必要がでてきています。本町は周囲を緑豊かな森林に囲ま
れ、内浦湾に面し、静狩湿原やブナ原生林など貴重な自然環境を有しています。豊かな自然環境
を有する本町は、環境に配慮した自然と共生するライフスタイルや持続可能な循環型社会の実現
モデルとなりうるところです。地球環境を保全し、残された自然や資源を次世代に引き継ぐた
め、ゴミの減量化や分別の徹底をはじめ、自然環境の整備や保全に努めるなど、総合的な環境対
策の取り組み等が求められています。

また近年のICTの劇的な進化により、様々な分野で大きな変革をもたらしつつあります。更には
「仮想空間と現実空間が高度に融合され、経済的発展と社会的課題の解決を両立する新たな社会
（Society5.0）」の到来が期待されています。多様な主体による情報の発信や共有が可能となっ
たことにより、人口減少や地域の担い手不足にある中、地域のコミュニティ機能の維持や、特産
品情報や地域文化の発信、教育機会の拡充や在宅医療の充実など、幅広い分野でのICTの利活用や
産業振興や課題解決にむけた取り組みが期待されます。Society5.0時代へ向けて、未来技術の活
用を促進するとともに、5Gなど高度情報通信基盤のより一層の整備を進め、高度情報ネットワー
ク社会の構築にも取り組む必要があります。

今後は住民の主体的意思による地域づくりや、行財政基盤の強化を図り、より効率的で自立性
の高い行財政運営の実現や、効率的・効果的な行財政運営に向けて、AIなど未来技術を使いこな
し、自治体のスマート化を図る必要があります。さらに、取り組みにあたっては周辺自治体や関
係機関とも連携し、人口が減少する中でも活力のある持続可能なまちづくりに取り組む必要があ
ります。
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（５）地域の持続的発展のための基本目標

　（４）の基本方針に基づき、次の事項を基本目標として推進します。

①　豊かで快適な環境と美しい景観のまちづくり
  ◇美しい自然環境の保全と利活用
  ◇居住環境の充実
  ◇新幹線の開業を見据えた移住・定住の促進
  ◇環境衛生の推進

②　男女が共に支え合う健やかな地域社会づくり
　◇男女共同参画の推進
　◇子育て支援体制の充実
　◇健康づくりの推進
　◇福祉社会の推進
　◇温かな地域社会の形成

③　地域の未来を創造する人づくり文化づくり
　◇生涯学習の推進
　◇家庭・学校教育の充実
  ◇地域文化の育成

④　世界とつながり躍動する地域産業づくり
　◇新時代の市場環境に適応した力強い農林水産業の確立
　◇新幹線開業に備えた産業基盤の確立
　◇地域の雇用創造を促進する交流人口の拡大

⑤　安心・安全で暮らしやすいまちづくり
　◇生活基盤の整備
　◇交通ネットワーク及び生活交通の維持・確保
　◇安心して暮らせる地域づくり

⑥　手を取り合って未来を拓くまちづくり
　◇町民主体のまちづくり活動の推進
　◇行財政改革の推進
　◇多様な「縁」を基盤にした関係人口の拡大
　◇近隣市町村との連携・交流

⑦　人口に関する目標
　◇全体人口　４，７５２人（目標年度：令和７年度）
　

（６）計画の達成状況の評価に関する事項

（７）計画期間                

本格的な人口減少時代に突入し、少子高齢化の進行など厳しい経済情勢の中で、税収や地方交
付税の伸びを期待することは難しく、本町の財政運営は極めて厳しい状況にあります。
　また昨今の新型コロナウィルスの感染拡大が地域経済に深刻な影響を及ぼしております。

一方で、北海道新幹線の開業や外国人旅行者の増加、東京理科大学長万部キャンパスの活用な
ど、地域の未来を拓く様々な動きも見られます。本町の恵まれた水産資源や気候条件、地域文化
などの地域特性と、北海道新幹線長万部駅が立地する地理的条件や東京理科大学の知的資源を活
かし、時代の潮流を的確に認識しながら、地域づくりに取り組むことが求められています。

このように町を取り巻く環境が大きく変化する中で、徹底した行財政改革の取り組みはもちろ
ん、経済の成長や人口増加を前提としたまちづくりから、地域資源を活かしたまちづくりへの転
換が必要とされています。

さらに、地球環境という観点からも、資源やエネルギー問題、生物多様性の確保等、単一の国
の問題ではなく、地球規模で捉える必要がでてきています。本町は周囲を緑豊かな森林に囲ま
れ、内浦湾に面し、静狩湿原やブナ原生林など貴重な自然環境を有しています。豊かな自然環境
を有する本町は、環境に配慮した自然と共生するライフスタイルや持続可能な循環型社会の実現
モデルとなりうるところです。地球環境を保全し、残された自然や資源を次世代に引き継ぐた
め、ゴミの減量化や分別の徹底をはじめ、自然環境の整備や保全に努めるなど、総合的な環境対
策の取り組み等が求められています。

また近年のICTの劇的な進化により、様々な分野で大きな変革をもたらしつつあります。更には
「仮想空間と現実空間が高度に融合され、経済的発展と社会的課題の解決を両立する新たな社会
（Society5.0）」の到来が期待されています。多様な主体による情報の発信や共有が可能となっ
たことにより、人口減少や地域の担い手不足にある中、地域のコミュニティ機能の維持や、特産
品情報や地域文化の発信、教育機会の拡充や在宅医療の充実など、幅広い分野でのICTの利活用や
産業振興や課題解決にむけた取り組みが期待されます。Society5.0時代へ向けて、未来技術の活
用を促進するとともに、5Gなど高度情報通信基盤のより一層の整備を進め、高度情報ネットワー
ク社会の構築にも取り組む必要があります。

今後は住民の主体的意思による地域づくりや、行財政基盤の強化を図り、より効率的で自立性
の高い行財政運営の実現や、効率的・効果的な行財政運営に向けて、AIなど未来技術を使いこな
し、自治体のスマート化を図る必要があります。さらに、取り組みにあたっては周辺自治体や関
係機関とも連携し、人口が減少する中でも活力のある持続可能なまちづくりに取り組む必要があ
ります。

　この計画の期間は、令和３年４月１日から令和８年３月３１日までの５ヶ年間とします。

計画の推進にあたっては、毎年度、長万部まちづくり推進庁内プロジェクトチーム会議におい
て計画の達成状況・効果を検証し改善を図るＰＤＣＡサイクルを確立し、必要に応じて見直しを
検討するなど実行性のある取り組みを進めます。

人口に関する目標は、第２期長万部町創生総合戦略及び長万部町人口ビジョン令和元年度見直
し版と整合性を図るものとします。移住定住支援を促進することにより、人口の社会減を抑制
し、地域の持続的発展を目指します。
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（８）公共施設等総合管理計画との整合                

平成２９年３月に策定された長万部町公共施設等総合管理計画において、本町における公共施
設等の総合的かつ計画的な管理を進めるにあたっては、人口動向など地域の特性や町民ニーズを
踏まえながら、次世代に負担をかけない、安心・安全な“町の資産（施設）”を引き継ぎ、魅力
あるまちづくりを推進し、北海道新幹線開通を見据えたまちづくりを含め、本町の将来像の実現
に向けた公共施設等の適正な配置や運営管理を行なっていく事としています。

具体的には、将来の人口動向や財政状況を踏まえ、公共施設等の総量の抑制のほか、施設の統
廃合や多機能化・複合化の推進により、“保有量の適正化”を図り、さらには厳しい財政見通し
から、財政負担の平準化を図るため、公共施設等の“長寿命化”の推進が重要であり、老朽化の
状況や利用実態及び今後の需要見通しを踏まえ、今後とも保持していく必要があると認められた
施設については、計画的な修繕・改善により機能を保持するほか、利用者に安全安心で快適な
サービスを提供するため、長期的な視点にたち、“安全確保”に努めていく事とされています。

本計画では、長万部町公共施設等総合管理計画の基本方針に基づき、公共施設等の適切な管理
を推進するとともに、過疎対策に必要となる事業を適切に実施します。
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２　移住・定住・地域間交流の促進、人材育成

（１）現況と問題点

（２）その対策

  ア．移住・定住の促進
①

②

③

④

  イ．地域間交流による交流人口等の拡大
①

②

③

  ウ．人材の育成
①
②

本町の人口は、昭和40年の15,349人をピークに減少を続け、平成27年には5,926人とピーク時の
４割に満たない水準となっています。「長万部町人口ビジョン」では、さらなる人口減少が想定
されることから、今後のまちづくりに向けて、総合的かつ戦略的な対策を講じていく必要があり
ます。

こうした観点から、地域おこし協力隊の積極的受入等による移住・定住の促進や、将来の新幹
線長万部駅開業を活かした交流人口・関係人口の拡大、近隣市町村との連携・交流を図り、若者
が安心して働ける雇用の場の確保など、広域的な視点で多様な機能が確保できる環境づくりなど
の施策が必要です。

地域おこし協力隊制度を活用して、図書館活動や地域の文化活動を推進する地域文化推進員
や、長万部町の観光情報を町外に向けて発信する観光推進員をはじめ、課題となっている分野
を精査し募集しながら、採用された隊員の将来的な定住化を促進します。

町内の空き家や老朽化した不動産の流通を促進するとともに、改修に対する優遇施策などを
検討することにより、ICT環境に対応したサテライトオフィスの誘致を促進し、先進事例を参
考にしながら誘致促進条例等の検討や、リノベーション（改修）事業等も含め、具体的な誘致
促進活動を推進します。

町内では、民間の不動産情報の提供が不足しており、新幹線開業を見据え、「空き家バン
ク」や「移住ナビ」の整備、移住支援事業など、移住者への住居や就職の情報発信の強化を図
ります。

交流人口の拡大と施設の有効活用を図るため、スポーツ合宿と温泉施設を組み合わせた各種
団体の合宿誘致事業を推進します。

長万部町・黒松内町・豊浦町３町連携会議（はしっこ同盟）を基盤としながら、北渡島・檜
山４町地域連携推進協議会等も平行して推進し、産業・教育・観光・福祉など様々な分野にお
いて、関係町の官民交流を深め、新幹線開業に向けた機運を高めるための各種取り組みを実施
します。

　地域の将来を担う人材の育成に向け、各種社会教育事業の実施に努めます。
福祉職場の人材育成・確保のため、社会福祉協議会、町内社会福祉法人とも連携し、町外か

らの介護従事者の就職促進にも繋がる施策及び社会福祉協議会の制度を活用した介護資格取得
に係る助成等を推進します。

企業誘致による就職先拡大、事業者による地元労働者の雇用確保支援、雇用環境整備・福利
厚生対策の充実など、幅広い年齢層にわたる雇用安定・通年雇用化を支援します。

外国人旅行者への対応力の強化や、外国人留学生や外国人技能実習生の受入推進等、国際交
流人口の拡大を図ります。
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（３）事業計画（令和３年度～令和７年度）

（４）公共施設等総合管理計画等との整合                

【事業の必要性】

【事業の効果】

町外からの集客が期待され、交流人
口・関係人口の拡大を図るため必要で
ある。

地域間交流の促進により、魅力ある地
域づくり・交流人口の拡大が図られ
る。

空き家情報提供事業 町
　地域間交流の促
　進、人材育成

持 続 的 発 展
施 策 区 分

事 業 名
事 業 内 容

事 業
主 体

備 考
（ 施 設 名 ）

１　移住・定住・ (1)移住・定住

移住支援事業 町

外国人交流事業 町

町

移住パンフレット作成事業 町

地域おこし協力隊事業 町

(4)過疎地域持続
的発展特別事業

福祉資格取得等助成事業補助 社協

(3)人材育成 社会教育事業 町

企業誘致促進事業 町

(2)地域間交流 北渡島檜山４町連携推進事業

長万部町・黒松内町・豊浦町３町連携会議 町

　地域間交流 合宿等誘致事業 団体

長万部町公共施設等総合管理計画の基本方針に基づき、整合性を図りながら、過疎対策に必要と
なる事業を適切に実施します。
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３　産業の振興

（１）現況と問題点

  ア．農林業

農業の概況

経営耕地規模別農家数

  イ．水産業

漁業の現況

  ウ．商工業
    本町の中心市街地は、旧国鉄基地の時代に駅近くの町道本通線（旧国道５号）沿いに形　成され発展してきた経緯がありますが、車社会の進展や近隣町への商業集積による購買力　の流出が続き、往時の活力は低下して中心部の活気は失われつつあります。あわせて、国　道５号バイパスがや高速道路が整備されたことにより、中心商店街の存続へ大きな影響を　与えてきています。

10～20ha 20～50ha 50ha以上

(令和２年度)

漁家数 漁業従事者数
漁 獲 量

頭 頭 ｈａ
38 86 9,174 260,364 973,006 514 2,065

肉 牛 酪 農(150日以上従事) 農 作 物
戸

本町の農業は、気象条件や土地条件から酪農経営を主体としており、その進展をめざし土地改
良事業をはじめ草地造成など各種の農業施策を進めてきていましたが、高齢化による担い手不足
により農家戸数は減少し続けています。今後は乳質の改善・乳牛個体管理の適正化・ＩＣＴ等の
先進技術に対応できる環境整備に取り組み、酪農経営の健全化を図ります。

肉用牛の素牛生産については、安定化が図られてきており、今後も本町の自然条件に適した効
率的な農業基盤整備を推進していくとともに、新しい時代に対応した多様な経営の確立、後継者
育成を地域だけではなく広域的に取り組むことが必要とされます。

また、林業においては、外材輸入や製材加工品の輸入などによる国産材需要の停滞などで厳し
い局面を迎え、森林の保全活用が重要な課題となってきていますが、森林の公益的機能を活用し
ながら、森林の適正な育成を図る保育事業や、生産性が高い安定的な木材生産の森林整備など、
長期的観点にたった施策の展開が必要となります。

(令和２年度)
農業経営

体数
農業従事者数 生 産 額

肉牛頭数 乳牛頭数
農用地面積

千円 千円 千円

8 0 3 2 12 13
戸 戸 戸 戸 戸 戸

1,497.00

(令和２年度)
3ha未満 3～5ha 5～10ha

3,228,740 2,768,872
戸 人 ｔ ｔ 千円 千円

本町の漁業は、古くから農業とともに基幹産業として発展してきました。当初は、内浦湾の豊
富な回遊魚や根付け資源を対象とする沿岸漁業から始まり、ホタテ貝養殖漁業へと転換してきた
経緯をもっています。

そのような中で、長期的視点から海域全般にわたる資源増大に向けた種苗の放流や資源管理と
漁場づくりを推進してきており、優れた沿岸漁業の存在は広く海域環境の保全に資するもので、
これからもその着実な振興が求められています。

漁業経営の基盤である漁港施設の整備としては、静狩漁港をはじめ、長万部漁港、国縫漁港、
大中漁港などが整備されており、ホタテ貝については海外輸出にも対応しています。

今後、ホタテ貝養殖を中核とする漁業では、特に内浦湾の海洋環境に大きく影響を受けること
から、ホタテ稚貝の管外移入による生産性向上やブランド化の推進が必要です。

また廃棄物等の環境対策や食の安全対策も考慮した中で、つくり育てる漁業の強化を基本とし
ながら、ホタテ貝以外の養殖事業への取り組み、高次加工や消費地との連携、海外輸出など、従
来にも増した幅広い領域にわたる施策の展開が必要とされます。

漁 獲 高

本町の中心市街地は、旧国鉄基地の時代に駅近くの町道本通線（旧国道５号）沿いに形成され
発展してきた経緯がありますが、国道５号バイパスや高速道路が整備されたことにより、中心商
店街の存続へ大きな影響を与えてきています。

その中で北海道新幹線長万部駅開業を見据え、地域の商工業がその経済波及効果の受け皿とし
ての役割を果たすことが重要です。商業やサービス業においては、町道本通線をはじめ街路と一
体となった商業環境の整備を図るほか、新幹線長万部駅の集客力を活用した店舗づくりや企業誘
致による新規事業者を支援することが重要であり、併せて地域の食文化や「おしゃまんべブラン
ド」を活かした付加価値の高い商品づくりを進める必要があります。
 

うちホタテ うちホタテ

（耕地面積）
人

78 262 15,207 14,478
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商工業の現況

  エ．観光

（２）その対策

  ア．農業
①

②
③

④

  イ．林業
①

②

③

④

  ウ．水産業
①

②

③
④

⑤
⑥

⑦

国土の保全、地球温暖化防止、生態系の保全、水源涵養など、森林の持つ公益的機能の維
持・増進を図るため、適正な森林の整備を促進します。

森林の植林、保育整備、作業路整備、林道整備を促進し、生産性が高い安定的な木材生産を
めざす森林の整備を図ります。

工業
戸 人 万円

(令和元年工業統計)
10 377 915,331

商業
戸 人 万円

(平成28年経済センサス－活動調査)
69 317 576,432

　酪農ヘルパー制度などにより魅力ある就農環境づくりを支援します。

観光面においては、過去１００万人を超える入り込み客があったものの、その多くが飲食施設
の集積するドライブイン街への立ち寄り客で占め、国道５号バイパスや高速道路が整備されて、
その延長が長万部町以南に伸びるにつれ、ドライブインの入り込み客の減少に拍車がかかってい
ます。滞在施設としては、市街地に立地する長万部温泉街や二股ラジウム温泉等がありますが旅
館等が集中している長万部温泉街は観光地としての色彩はあまり明確なものとなっていない状況
です。

そこで、北海道新幹線長万部駅開業や外国人旅行者の増加を見据えた多様な基盤づくり、周辺
駅勢圏地域の広域玄関駅しての性格を活かして、広域観光の拠点としての新たな観光ルートづく
りや観光産品の販売などの取り組み、既存の観光資源や施設を活用した観光・交流ゾーンの形成
など、付加価値の高いサービスの提供に努めるとともに、新たな体験型観光事業の展開が必要で
す。

関係団体等と連携し、新規就農者の受け入れ体制等を整備し、能力の高い担い手の育成を図
ります。

乳質の品質向上と乳量の安定化や、安全・安心な野菜づくりを推進し「長万部ブランド」の
創出を図ります。

ホタテ貝養殖技術確立に向けた調査・研究促進、安定的な種苗確保を実施し、安定生産体制
の確立を図ります。

　漁港、関連施設の整備を図り、必要に応じた改修・修築を行います。

環境に配慮した森林、保健体育やレクリエーションの場としての森林整備を推進し、自然学
習や林業体験など森林空間の多目的活用を図ります。
　間伐材の公共事業等への活用を図ります。

マツカワガレイ、ウニなどの中間育成・放流事業の促進、ホッキ貝・毛がに・赤ガレイ等の
資源管理の徹底、外敵駆除による漁場環境の整備促進により漁業資源の増大を図ります。

リサイクル処理施設の適正な管理運営、付着物処理施設の適正管理を図り、漁業系廃棄物の
処理と再利用等の研究を推進します。
　安定的な漁業経営の指導強化、機能強化への支援充実を推進します。

漁業就業希望者への情報提供と研修体制の整備、交流活動の強化などを促進し、後継者の育
成を図ります。

ホタテ貝をはじめ、水産加工品のブランド化を促進し、ＥＵ向け輸出施設の充実や観光・商
業などとの連携を図り、消費・販売の拡大をめざします。

円滑な農地利用集積の促進、生産基盤整備事業・草地改良整備事業を推進して、生産性の高
い農業生産基盤を整備します。

項目
商店数

従業員数
販売額

事業所数 製造品出荷額
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  エ．商工業
①

②
③

④

  オ．観光
①

②

③

④
⑤

（３）事業計画（令和３年度～令和７年度）

（ 施 設 名 ）

観光関連機関との連携・充実を図りながら、地域資源やブランド力を活かした商品づくりを
支援します。

長万部観光協会とも連携しながら、ワンストップ窓口サービス機能の強化を図り、着地型旅
行商品の開発・磨き上げや魅力的な観光プランの造成・情報発信を推進し、観光関連施設の老
朽化対策などを進めます。

Wi-Fi環境等の整備の推進や決済環境の多様化、外国語対応が可能なガイドの養成など外国
人旅行者の受け入れ態勢の充実を図り、広域的な観光振興に向けた取り組みを推進します。

北海道新幹線長万部駅の利用が想定される広域的な地域が連携したPR活動を推進し、沿線自
治体との連携を図りながら新幹線利用促進に向けた各種活動を展開します。
　長万部温泉の魅力向上に向けた支援を継続して、さらなる利活用を推進します。

持 続 的 発 展
施 策 区 分

事 業 名
事 業 内 容

事 業
主 体

備 考

経営改善指導サービスをはじめとする商工会活動の充実を図り、商工会の育成強化と指導者
の充実を図ります。

「おしゃまんべ毛がにまつり」について、地元特産品など地域資源を全国に発信する効果的
なイベントとして位置づけるとともに、関係人口拡大に向け、地域ブランドの発掘や販路開拓
の機会としての活用を目指します。

畜産共進会運営補助事業 団体

２　産業の振興 (1)基盤整備
　農業 農業農村整備事業（道営草地整備） 道

乳牛検定組合運営補助事業 団体

畑作生産組合運営補助事業 団体

公共牧場管理運営事業 町

町有林保育間伐・搬出間伐事業 町

　林業 町有林下刈事業 町

町有林地拵・植栽事業 町

民有林造林推進下刈奨励事業 町

鳥獣被害防止対策事業 町

分収造林事業 国立研究
開発法人

付着物資源リサイクル事業 漁協

　水産業 水産廃棄物リサイクル施設運営委託事業 町

アイヌ農林漁業対策事業 漁協

漁港街路灯電気料補助事業 漁協

漁家経営安定機器整備事業 漁協

新幹線長万部駅周辺整備に伴う商業施設や飲食施設については、可能な限り地元事業者の参
入を支援し、駅周辺のにぎわい創出と地元経済の活性化を進めます。また、空き地・空き店舗
の活用も図りながら、街路事業と一体となった商業空間づくりを推進します。
　小売店舗の情報化等、経営意識の改革と消費者ニーズに対応した経営確立を図ります。
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（４）産業振興促進事項              

　（ⅰ）産業振興促進区域及び振興すべき業種

　（ⅱ）当該業種の振興を促進するために行う事業の内容
　上記（２）のとおり

（５）公共施設等総合管理計画等との整合                

【事業の効果】
酪農者の休日確保により就農環境が改善
され、酪農業の安定化や後継者・担い手
不足の軽減が期待される。

(10)過疎地域持続
的発展特別事業

農山漁村地域整備交付金事業 道

　第1次産業 酪農ヘルパー利用組合運営補助事業 団体
【事業の必要性】
酪農業の労働の軽減はもとより、後継
者・担い手確保育成の観点から必要で
ある。

(2)漁港施設 水産物供給基盤機能保全事業 道

　その他 商工会運営費補助事業 団体
(7)商業

(9)観光又は
レクリエーション 観光協会運営費補助事業 団体

中小企業特別融資資金貸付利子補助 団体

写万岳ハイキングコース維持管理補助事業 団体

長万部温泉井維持管理補助事業 団体

産業振興促進地域 備　考業　種 計　画　期　間
製造業、情報サービス業
等、農林水産物等販売業、
旅館業

令和３年４月１日～
　　　令和８年３月３１日

長万部町全域

おしゃまんべ毛がにまつり補助事業 団体

長万部町公共施設等総合管理計画の基本方針に基づき、整合性を図りながら、過疎対策に必要と
なる事業を適切に実施します。
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４　地域における情報化

（１）現況と問題点

（２）その対策

①
②

③

④
⑤
⑥

（３）事業計画（令和３年度～令和７年度）

（４）公共施設等総合管理計画等との整合                

公共施設Wi-Fi環境整備事業 町

情報通信基盤整備事業 町

その他の情報化 電子自治体推進事業 町
のための施設

ﾌﾞﾛｰﾄﾞﾊﾞﾝﾄﾞ施設 高度無線環境整備推進事業

災害時などの緊急情報伝達を基本としながら、多目的なコミュニケーション手段として、防
災行政情報伝達システムの有効活用を図ります。

防災行政用無線施設 防災行政情報伝達システム運用 町

民間

ﾃﾚﾋﾞｼﾞｮﾝ放送等 地上デジタル放送難視聴対策共聴 町
難視聴解消のた 施設管理事業
めの施設

３　地域におけ (1)電気通信施設
　る情報化 等情報化のため

の施設

事 業 内 容
事 業
主 体

備 考
（ 施 設 名 ）

高度情報化の進展に伴い、業務の効率化や各種サービスのオンライン化が進み、ICTが重要な役
割を担っています。本町の各地域の市街地については、民間事業者により超高速情報通信基盤
（光ファイバー）が整備されているものの、周辺地区では整備されておらず、住民に向けた行政
サービス提供手段として、今後さらなる町民サービスの向上や行政運営の高度化・効率化に向け
たデジタル化、ネットワーク化を基本とする電子自治体化、公共情報提供サービスの活性化によ
る地域情報化を進めることが求められています。

また地上デジタル放送難視聴地区については、共聴施設の整備により解消されていますが、設
備の老朽化が進んでいることから、その対応が課題となっています。
 

　町内全域に対する超高速情報通信基盤（光ファイバー）の整備促進を図ります。

　公共施設等への公衆無線ＬＡＮ（Wi-Fi）の整備促進を図ります。

ICTを活用したホームページの充実など、多様な地域情報の収集･提供や交流のための機能を
整備します。

　国の掲げる自治体ＤＸ推進計画に対応した行政事務の電子化を推進していきます。
　地上デジタル放送難視聴地区における共聴施設の適切な維持管理を実施します。

持 続 的 発 展
施 策 区 分

事 業 名

戸籍電算化事業 町

長万部町公共施設等総合管理計画の基本方針に基づき、整合性を図りながら、過疎対策に必要と
なる事業を適切に実施します。
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５　交通施設の整備、交通手段の確保

（１）現況と問題点

道路と橋梁 （令和3年3月31日現在）

主要幹線道路

豊 津 二 号 線

（単位：m）

中 川 原 線 4,896 5.0 オ バ ル ベ ツ 線 8,452 5.0
栗 ノ 木 岱 区 画 線

3,648

2,133 5.0 長 万 部 公 園 線

1,501

本町はその立地特性から、札幌と函館を結ぶ国道５号をはじめ、国道３７号、国道２３０号な
ど広域的基幹道路の結節地となっています。また、北海道縦貫自動車道長万部ＩＣ、国縫ＩＣの
設置や渡島半島横断道路（地域高規格道路）の整備も進められており、道路交通の要衝として機
能がさらに強化されつつある中、町内道路網については、北海道新幹線長万部駅開業に伴う線路
と交差する部分について、住民に不利益とならないような機能の維持・回復が求められます。

また、既存の道路・橋梁の長寿命化や維持補修、災害時の交通確保、歩行者の安全性確保など
に配慮した計画的な道路整備が必要となっています。

一方で地域公共交通については、ＪＲ函館本線とＪＲ室蘭本線が停車する長万部駅が市街地中
心に位置し、当該駅と接続するように民間事業者が運行する広域バス路線（３路線）が運行して
いますが、人口減少や高齢化が進行する中で十分な公共交通が確保されておらず、相次ぐバス路
線の減便や町予算の増大、北海道新幹線長万部駅開業を見据えた２次交通のあり方の検討など、
町全体における公共交通の見直しが課題となっています。

学 林 線 1,114 4.5 南 部 陣 屋 線 1,951 4.5
中 山 大 通 線 2,506 7.0 栗 岡 富 野 線 3,054 5.5
長 万 部 中 の 沢 線 2,947 5.0 富 永 幹 線 1,289 5.5

45.91% 35 701.0 - -

国 道 3 37 1,175.0 -

1,043 4.5

5.0
路 線 名 延 長 幅 員 路 線 名 延 長 幅 員

幌 内 原 野 縦 貫 線 5,581 5.5 長 万 部 幹 線 633 5.5
静 狩 幹 線 1,770 4.5 長 万 部 線 1,140 6.0
浅 見 線 4,513 5.0 富 野 線 992 4.0

5.5 平 里 開 拓 線

静 狩 中 央 線 1,549 5.0 双 葉 知 来 線 955 4.5
静 狩 海 岸 線 2,464 5.5 二 股 開 拓 一 号 線 837 5.0
ホ ロ ナ イ 静 狩 線 2,855 5.5 美 畑 線 646 4.0

知 来 六 線 3,881 5.0 旭 浜 線 1,317 4.0
蕨 岱 線 2,060 5.0 上 長 万 部 線 5,592 5.5
東 幹 線 829 6.0 蕨 岱 知 来 線 4,119 3.0

南 部 線 4,180 2.0 静 狩 四 号 線 639 5.5
豊 津 三 号 線 2,055 5.0 ホ ロ ナ イ 六 線 2,995 5.0
豊 津 一 号 線 4,534 2.5 ホ ロ ナ イ 線 3,143 4.0

八 丈 団 体 線 1,796 4.0 静 狩 十 四 号 線 1,609 5.0
国 縫 幹 線 1,335 5.0 静 狩 十 一 号 線 1,622 2.5
茂 国 縫 線 2,063 3.0 静 狩 五 号 線 3,007 5.5

紋 別 線 967 3.0 中 学 校 通 線 393 7.0
佐 渡 ヶ 島 線 1,969 3.5 学 園 線 1,213 5.5
中 の 沢 線 980 4.0 静 狩 十 六 号 線 2,826 5.5

区 分
道 路 橋 梁

路線数 実 延 長 舗装延長 舗 装 率
総 数 木 橋 永 久 橋

数 延 長 数 延 長 数 延 長
㎞ ㎞ ｍ ｍ ｍ

- 37 1,175.0
道 道 3 10.74 9.92 92.36% 6 270.0 - - 6 270.0

56.94 56.94 100.00%

35 701.0

町
道

１ 級 15 42.52 40.81 95.98% 21 563.0 - - 21 563.0
２ 級 33 70.47 34.70 49.24% 26 621.0 - - 26 621.0
そ の 他 214 109.15 50.11
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（２）その対策

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

（３）事業計画（令和３年度～令和７年度）

町道北一号線
L=140m　W=4.5m

町道住吉線
L=110m　W=4.5m

町道本町四号線
L=282m  W=7.5m

曙地区生活道路
L=191m  W=5.0m

橋梁修繕事業（調査・工事）

道路ストック点検事業

路面構造 砂利道

　

　公共交通 地域公共交通計画策定・推進事業

持続可能な公共交通ネットワークを一
体的に形成する指針が策定され、交通
弱者の生活に必要な移動手段確保等の
対策に繋がる。

（ 施 設 名 ）

４　交通施設の (1)市町村道

整備済みの町道・都市計画道路・橋梁等について、長寿命化のための計画的な維持管理や、
適切な道路改良に努めます。

北海道新幹線長万部駅開業に向け、町道本通線の道道昇格要望の継続、駅西口のアクセス環
境の向上等交通アクセス環境整備を推進します。

北海道新幹線長万部駅設置に伴う交差する道路等について、可能な限りその機能の維持・回
復を追求していきます。

冬期や災害時にも対応できるような安全で快適な道路づくりに努め、道路維持や除雪に必要
な各種車両や機器等について計画的な更新を図ります。

持 続 的 発 展
施 策 区 分

事 業 名
事 業 内 容

事 業
主 体

備 考

北海道新幹線長万部駅開業を想定した二次交通網の整備に向け、関連交通機関等と周辺駅勢
圏自治体間で連携しながら、総合的に検討を行います。

　橋りょう 町

町

　整備、交通手 　道路 町
　段の確保

町

町

町

町

幅員4.0m  車道幅員3.0m

(3)林道 北海道道営林道事業 道

(8)道路整備機械等

　その他

計画延長　11,400m

道路維持・除雪用車両等更新事業

(9)過疎地域持続
的発展特別事業

【事業の効果】

（森林基幹道豊津黒岩線）　

　各種道路期成会と連携し、国や北海道が管轄する道路橋梁の整備促進の要望を継続します。

既存バス網に加え福祉バス、スクールバス、高齢者向けタクシーチケット等と一体となった
新たな公共交通網の形成に向けた地域公共交通計画の策定を推進します。

【事業の必要性】
公共交通維持のため町全体における地
域公共交通の見直しが必要である。
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交通安全対策事業

駅周辺整備事業

都市計画事業

（４）公共施設等総合管理計画等との整合                

６　生活環境の整備

（１）現況と問題点

（２）その対策

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

町

講演会や研修会の開催等により、自主防災組織結成に向けた機運醸成を図るほか、町内会・
自治会と連携した防災訓練の実施や防災知識の普及・啓発を図ります。また災害時備蓄品等の
更新を計画的に行うとともに、避難場所の収容人員等の見直しや災害ハザードマップの作成及
び住民への周知を図ります。

長万部町住生活基本計画及び公営住宅長寿命化計画に基づき、老朽化した公営住宅の一部集
約等整備検討も含めた維持管理の推進や、北海道新幹線長万部駅開業を踏まえた住環境の整備
を図ります。
　高齢社会に対応した火葬場や墓地の維持管理と環境保全に努めます。

本町の水道施設や下水道施設は、計画的な老朽管等の敷設替えや効率的な管理体制づくりなど
が課題となっているほか、下水道事業の供用区域外地域について、合併処理浄化槽など地域特性
に適した整備手法により排水処理を進めることが課題となっています。ガス事業については、経
年管の更新や耐震化対策などによる安定したガス供給や安全性確保が課題となっています。

人口減少に伴い廃棄物の総排出量は減少傾向にありますが、住民１人あたりの排出量は増加傾
向にあり、今後も一層の廃棄物減量化に努める必要があるほか、長期的な視点から最終処分場の
確保を検討していく必要があります。

消防防災体制については、町民一人ひとりの防火意識の高揚を図るとともに、消防の広域化を
踏まえ、消防施設・装備の充実、職員・団員の確保と養成、資質の向上、救急救命士の育成等の
取り組みが必要です。また長万部町国土強靭化地域計画に基づき、災害に強いまちづくりを推進
していくためには、防災設備の整備、危険箇所の点検と合わせ、防災訓練の実施等など、各防災
関係機関や町内会、自治会を中心とした自主防災組織などとの連携が不可欠です。

居住環境については、双葉・静狩・国縫団地などを含め、昭和50年代までに建設した老朽化し
た公営住宅もあり、将来的利用動向を見据えての建替や維持補修の検討も課題です。

また市街地を中心に空き家が散在しており、北海道新幹線長万部駅開業に向けて定住を促進す
るための具体的施策を検討する必要があります。
　火葬場・墓地については、持続可能な維持管理体制の構築が課題となっています。

このようなことから、廃棄物処理対策や生活排水対策はもとより、消防・防災体制、居住者
ニーズに応じた公営住宅の整備や、安定した上下水道・ガスなど、ライフラインの施設整備を
図っていく必要があります。

救急救命士の増員、自動体外式除細動器（AED）設置の推進、応急手当や救命講習の普及、
病院や福祉部局など関係機関との連携により、救急救命体制の確立を図ります。

町

町

(10)その他

上下水道施設やガス供給施設については、老朽化した施設の更新を計画的に進めるととも
に、ガス供給施設については耐震化対策を計画的に進めていきます。

廃棄物の発生抑制、分別収集の徹底、再利用、再資源化を推進します。また、一般廃棄物最
終処分場については、今後適切な維持管理を図りつつ、必要に応じて最終処分場の増設を検討
します。

「生活排水処理基本計画」に基づき、公衆衛生の向上と公共用水域の水質汚濁を防止するた
め、公共下水道や合併処理浄化槽の整備を推進するとともに、し尿収集・処理体制の充実を図
ります。

消防資機材の更新を計画的に行うとともに、広域化を視野に入れた消防救急体制の検討を進
めるほか、町民の防災・防火意識の普及啓発を図ります。

長万部町公共施設等総合管理計画の基本方針に基づき、整合性を図りながら、過疎対策に必要と
なる事業を適切に実施します。
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（３）事業計画（令和３年度～令和７年度）

上水道配水設備事業

上水道水源整備事業

上水道事業アセットマネジメント
策定事業

一般廃棄物埋立処分場維持管理事業

一般廃棄物埋立処分場増設事業

し尿処理施設解体事業

合併処理浄化槽設置補助事業

(4)火葬場 火葬炉設備点検・墓地整備

消防施設整備事業
　防火水槽　1基

消防ポンプ自動車購入事業

公営住宅移転建替事業
・南部団地

公営住宅整備事業
・国縫団地建替
・静狩団地建替
・双葉団地建替
・中部団地改修　　　　　　　　
・神社下団地改修　　　　　　　　
・はまなす団地改修

公営住宅防災対策事業

　その他

町　その他

終末処理場更新事業（設計・工事）

公共下水道汚水管渠新設・更新事業

公共下水道ストックマネジメント

公共下水道事業公営企業法適用推進

　公共下水道 町
(2)下水処理施設

町

持 続 的 発 展
施 策 区 分

事 業 名
事 業 内 容

事 業
主 体

備 考
（ 施 設 名 ）

町

５　生活環境の (1)水道施設
　整備 　上水道

　ごみ処理施設 町
(3)廃棄物処理施設

町

町

町

　し尿処理施設 町

町

町

　その他 町

町

町

(5)消防施設 町

町

(6)公営住宅 町

(7)過疎地域持続

【事業の効果】
地域組織の維持、地域住民の安心・安
全の確保及び灯具のＬＥＤ化により低
炭素社会への貢献が期待される。

的発展特別事業
街路灯電気料・設置改良補助事業 町
【事業の必要性】
地域における交通安全・犯罪防止及び
灯具のＬＥＤ化推進のため必要であ
る。
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駅周辺整備事業

都市公園修繕事業

ガス管耐震化対策事業

一般廃棄物収集運搬事業

海岸漂着物回収処理事業

災害時備蓄品整備事業

災害ハザードマップ作成事業

救急自動車購入事業

救急救命士養成事業

空き地・空家対策事業

（４）公共施設等総合管理計画等との整合                

町

町

町

町

(8)その他 町

町

町

町

町

（緑の基本計画等関連計画策定）

町

長万部町公共施設等総合管理計画の基本方針に基づき、整合性を図りながら、過疎対策に必要と
なる事業を適切に実施します。
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７　子育て環境の確保、高齢者等の保健及び福祉の向上及び増進

（１）現況と問題点

  ア．子育て環境の確保

　本町の高齢化率は、37.4％（平成２２年３月３１日現在）と高い比率になってきており、全国的にも平均寿命が着実に延びる一方で少子化が進み、人口は横ばいで高齢化が急速に進行しています。高齢化が進むと、がんや脳卒中など成人病の増加、ひとり暮らしや夫婦だけの高齢者世帯の増加、扶養や介護の問題など、健康、福祉、社会活力等の面において多岐にわたる課題が生じることになります。

  イ．高齢者等の保健及び福祉の向上及び増進

　本町の高齢化率は、37.4％（平成２２年３月３１日現在）と高い比率になってきており、全国的にも平均寿命が着実に延びる一方で少子化が進み、人口は横ばいで高齢化が急速に進行しています。高齢化が進むと、がんや脳卒中など成人病の増加、ひとり暮らしや夫婦だけの高齢者世帯の増加、扶養や介護の問題など、健康、福祉、社会活力等の面において多岐にわたる課題が生じることになります。

（２）その対策

  ア．子育て環境の確保
①

②

  イ．高齢者等の保健及び福祉の向上及び増進
①

②

③
④

⑤
⑥ 地域で障がい者が自立して生活できる体制づくりに努め、社会参加促進のための総合的な

サービスを実施して障がい福祉の増進を図ります。

　介護サービスの質的向上を図るため、介護に係る人材の育成・確保に努めます。

　高齢者に対する総合的、継続的な各種在宅福祉サービスを提供します。

本町では子育て支援の基本的な方向性と主要施策を示す「第２期長万部町子ども・子育て支援
事業計画」に基づき、各種施策を推進して子育て環境の整備に努めていますが、年間出生数の減
少による少子化や、女性の社会進出が進むなどにより、子育てには多様な支援が求められていま
す。

現在、町内には、町立保育所と民間保育所の２施設、民間の認定こども園が１施設あります
が、少子化の影響により乳幼児数が緩やかに減少していきます。

このような状況の中で、安心して子育てができる環境づくりのためには、子育ての不安や悩み
を抱えている家庭への支援を充実させ、子供が健やかに育つ環境整備を推進し、きめ細やかな子
育て支援サービスの提供を図っていくことが必要です。

本町の高齢化率は、４３．５％（令和３年３月３１日現在／住民基本台帳）と非常に高い比率
になってきており、高齢化が急速に進行しています。

そこで本町では、第８期「長万部町高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画」や「長万部町健
康づくり計画」に基づき、介護予防事業や在宅福祉サービスの充実、生活習慣病の予防・各種健
康検診率の向上・心の健康維持による健康寿命の延伸など、生涯を通じた健康づくりの推進とと
もに、高齢者の生きがい対策や、福祉施設等の充実も図っていく必要があります。

また、障がいのある方の社会参加の促進と自立生活の支援などにも取り組み、住み慣れた地域
で安心して暮らせる地域福祉を推進していく必要があります。

地域と連携した子育て環境の充実を図るため、子育て支援センターを拠点とした家庭、児童
相談の実施や子育てサークルによる親同士の主体的活動及び育児サークル活動を支援します。

保育ニーズの多様化に対応し、低年齢児保育や一時保育の実施、広域入所などを推進して、
保育サービスの充実を図り、若い世代が安心して子育てできる支援環境（学童保育、一時保育
等）の形成を推進します。

保健事業との連携や食生活の改善と運動習慣の徹底、特定高齢者候補者に対する予防事業へ
の参加を勧め、要支援状態又は要介護状態になることを未然に防ぐ予防、軽減若しくは悪化の
防止を図ります。

居宅サービスや施設サービスの充実、サービス提供事業者の意向、医療計画との整合性も踏
まえながら各種介護サービスの基盤整備に努めていきます。

地域包括支援センターによる生活支援体制整備事業協議体により、互助・共助を目指した住
民の参画を図り、福祉への関心、福祉活動への町民参加を高め、安心できる地域ネットワーク
を推進します。
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（３）事業計画（令和３年度～令和７年度）

保育所運営事業

学童保育事業

子育て支援センター運営事業

認可保育所整備事業

高齢者生活福祉センター運営事業

老人福祉センター整備事業

高齢者等交通移動手段確保事業
（タクシーチケット交付）

老人福祉バス運行事業

乳幼児等医療費助成事業

多子世帯保育料等軽減補助事業

備 考

日常生活の交通手段確保により、健康
保持の増進、地域活動の効果的な向上
等、社会参加の増進が図られる。

 高齢者生活福祉センター

 高齢者・障害者福祉 町

町

 老人福祉センター

子育て世帯の経済的な負担を軽減す
る事により子育てしやすい環境の充実
を図る必要がある。

（ 施 設 名 ）

　その他 町
【事業の必要性】

【事業の効果】

【事業の必要性】
町

　保育所 町　確保、高齢者等

　の向上及び増進
　の保健及び福祉

町

団体

(3)高齢者福祉施設
町

【事業の効果】
子育て世帯の経済的な負担軽減により
出生率の向上が期待され、少子化対策
として有効である。

町

６　子育て環境の (1)児童福祉施設

町
【事業の必要性】

【事業の必要性】
高齢者等の交通手段の確保と福祉の増
進を図る必要がある。

(8)過疎地域持続
的発展特別事業

持 続 的 発 展
施 策 区 分

事 業 名
事 業 内 容

事 業
主 体

町内主要施設への交通手段の確保と福
祉の増進を図る必要がある。
【事業の効果】
町内主要施設への交通手段確保によ
り、健康保持の増進、地域活動の効果
的な向上等、社会参加の増進が図られ
る。

子育て世帯の経済的な負担軽減により
出生率の向上が期待され、少子化対策
として有効である。

【事業の効果】

子育て世帯の経済的な負担を軽減す
る事により仕事と家庭を両立しやすい
環境の充実を図る必要がある。

- 21 -



在宅福祉支援事業

生活支援体制整備事業

地域包括支援センター運営事業

地域活動支援センター運営事業

介護予防事業

感染症予防事業

電話健康相談事業

（４）公共施設等総合管理計画等との整合                

８　医療の確保

（１）現況と問題点

　本町の医療機関は、町立病院と４歯科医院がありますが、診療科目が限定されているなどの理由から町外の病院への通院がめだっています。

（２）その対策

①

②

③
④

（３）事業計画（令和３年度～令和７年度）

　病院 町立病院整備事業

医師確保対策事業

眼科・整形外科診療委託事業

　災害リスクを踏まえながら、保健･福祉とも連携した町立病院の移転･建替を検討します。

町

町

町

町

町

本町の医療機関は、町立病院と３歯科医院がありますが、医療技術が進歩する一方、急速な高
齢化、疾病構造の複雑・多様化により、医療需要は年々増大する傾向にあり、保健・福祉・医療
も含め包括的に連携した地域医療体制の充実が望まれています。

町立病院については長万部町における唯一の病院として、地域医療の確保のために重要な役割
を果たしておりますが、過疎化・少子高齢化が急速に進む中で医療環境は大きく変化しており今
後も厳しい経営状況が続くことが想定されます。

また、慢性的な医師・医療従事者の確保問題や、建物老朽化に伴い災害リスクの少ない地点へ
の移転も課題となっています。

救急に関しては、事故や搬送などの救急業務件数が増大しており、救命率の向上に向けた救急
救命士の育成、機動力の強化と応急処置の充実、受け入れ体制の整備を図っていくことが必要で
す。

町立病院を中心に、保健･福祉･医療も含め包括的に連携し、予防に重点をおいた地域医療の
確立に努めます。

医師・医療従事者の確保による町立病院の医療体制充実を図るとともに、広域的な医療機関
の相互連携と機能分担を行い、適正な医療提供や救急医療体制の確保を図ります。

高度化する救急業務に対応する救急救命士の確保と育成を推進するとともに、町民生活に密
着した地域医療体制の強化を図ります。

(9)その他 町

【事業の効果】
病院機能の維持・公平性を確保し、地
域医療の強化が図られる。

(4)その他

【事業の必要性】
一般診療のほかに町民の健康維持や各
種予防接種など嘱託医師が必要であ
る。

町

町

７　医療の確保 (1)診療施設

事 業 内 容
持 続 的 発 展
施 策 区 分

事 業 名 事 業
主 体

備 考
（ 施 設 名 ）

(3)過疎地域持続
的発展特別事業
　自治体病院 町

町

長万部町公共施設等総合管理計画の基本方針に基づき、整合性を図りながら、過疎対策に必要と
なる事業を適切に実施します。
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（４）公共施設等総合管理計画等との整合                

９　教育の振興

（１）現況と問題点

  ア．学校教育

学校の現況

  イ．生涯学習

（２）その対策

  ア．学校教育
①

②
③

④

⑤
⑥

5 3 有
長 万 部 小 学 校 18512 有

2 有

本町における学校の現況は、長万部小学校と静狩小学校、長万部中学校、北海道立長万部高等
学校、東京理科大学長万部キャンパスがありますが、地域における少子化により、令和３年度末
で静狩小学校が閉校するなど小学校の統廃合が進んでいます。

また、長万部高等学校は、現在普通科1学級となっており、同じく少子化の影響から将来の学校
存続が懸念されています。

子どもたちの教育を取り巻く状況は情報化社会の進展などにより変化してきており、いじめや
不登校も増加傾向にあるなか、相談や支援の強化が求められており、さらなる学校・家庭間の連
携が必要となっております。

また、教育施設の老朽化や進展の著しい情報教育に対応するため、快適な教育環境の確保に向
けた各種施設の維持・改修が課題となっています。

（学校基本調査調等・令和3年度）
学 校 名 学 級 数 屋内体育館

人 人
児童生徒数 教 員 数 プ ール 施設

少年教育については、少子化・核家族化や情報技術の著しい進展により、子どもたちの生活環
境が変化するなか、地域とのつながりが減少してきていることから、家庭や学校単位のみならず
地域全体で連携した教育に取り組むことが重要になってきており、関係団体との協力した活動が
求められています。

また、友人や地域住民との交流の中で、自然体験や社会体験を通じてふるさとを理解し、語る
ことのできる学習機会を提供することが大切です。

成人教育については、多様化した教養・趣味等のニーズに対応できるように、各種団体等と連
携した学習機会の提供が求められています。

地域課題や地域づくりなど、住民の関心が高い内容の学習機会の提供を図り、より多くの住民
の参加を促すことが重要です。

高齢者教育については、高齢化の進展により、本町においても全人口における高齢者の割合が
４割を超え、今後も増加が予想されており高齢者教育の充実が求められています。

高齢者が健康で生きがいを持って生活できることは、町が活気づくとともに地域活動において
も大きな力となることから、学習活動への参加を促すことが大切です。

そのためには、各地区で活動している老人クラブを通して各種事業への参加体制の強化や、高
齢者の豊富な経験や知識・技能を継承するために、学習機会を設けて交流を深めることも大切で
す。

18 - -
長 万 部 中 学 校

計 14 190
無

15 有
静 狩 小 学 校

コンピュータや学校図書、教材備品等の計画的な整備を図り、情報化社会に主体的に対応で
きる情報活用能力を育成します。

　各学校校舎や教職員住宅、学校教育関係備品等の計画的整備を図ります。

　特色ある副読本づくりなど、創意ある教育活動を展開し長万部らしい教育を推進します。

　町内産・道内産食材を優先し、安全・安心で栄養バランスの良い学校給食を提供します。

いじめや不登校、非行などの問題に対応するため、指導専門員やスクールカウンセラーを活
用した教育相談体制を充実するとともに、関係諸機関や家庭・地域との連携強化を図ります。

10 93 14 有 有

北海道立長万部高等学校 3 69 12 有

地域や中学校、東京理科大学との連携を図り、地域に根ざした高等学校の支援・存続に努め
ます。

長万部町公共施設等総合管理計画の基本方針に基づき、整合性を図りながら、過疎対策に必要と
なる事業を適切に実施します。
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  イ．生涯学習
①
②

③
④

⑤
⑥

⑦

（３）事業計画（令和３年度～令和７年度）

　校舎 校舎修繕事業
・長万部小学校
・長万部中学校

　屋内運動場 体育館修繕事業
・長万部小学校
・長万部中学校

　教職員住宅 　教職員住宅修繕事業

　ｽｸｰﾙﾊﾞｽ･ﾎﾞｰﾄ スクールバス購入事業

スクールバス運行事業

　給食施設 学校給食センター修繕事業

学校給食調理配送外事業

(3)集会施設、
体育施設等
　公民館 福祉センター修繕事業

　集会施設 学習文化センター修繕事業

　体育施設 スポーツセンター修繕事業

青少年会館修繕事業

海洋センター修繕事業

　図書館 　図書館利用促進事業
　　　　

移動図書館巡回事業

町

町

事 業 名
（ 施 設 名 ）

持 続 的 発 展
施 策 区 分

事 業 内 容
事 業
主 体

備 考

８　教育の振興 (1)学校教育関連施設

ボランティア活動を継続して社会参加活動を推進し、子どもたちの自主性を育むことや、世
代のリーダーとなる中高生の養成に努めます。
　自然・文化・歴史等の地域資源を活用した体験学習の機会を設けることに努めます。

　高等学校 町

町

町

(4)過疎地域持続
的発展特別事業

通学支援により保護者の負担軽減や学
生の利便性の向上が図られ、入学者の
増加が期待できる。

高等学校制服購入・通学費補助事業
【事業の必要性】
町内唯一の高等学校の維持存続のた
め、通学に対する支援を図る必要があ
る。
【事業の効果】

町

町

町

町

町

　青少年健全育成推進協議会と協力した活動を行い非行防止や健全育成に努めます。

町

町

町

多様化した社会に対応するため、公民館講座等の開講や子育て・教育・防災・環境など地域
が関わる課題の学習機会の提供に努めます。
　地域の将来を担う人材の育成に向け、成人としての自覚を持つ事業の実施に努めます。

高齢者が主体的に参加できる事業の企画や、老人クラブ等サークルへの運営支援に努めま
す。

高齢者の豊かな人生経験や知識・技能を生かす場面の提供や、郷土の歴史・文化を継承する
人材の発掘に努めます。

町

町
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学校教材・音楽備品購入事業

学校ＩＣＴ環境整備事業

国立大学等の学費にかかる奨学金
給付・貸付事業

老人クラブ補助事業
　　　　

公民館講座事業

高齢者対象参加型事業

成人祝賀式典事業

（４）公共施設等総合管理計画等との整合                

10　集落の整備

（１）現況と問題点

集落の現況 住民基本台帳（令和3年3月末現在）

世 帯 数 人 口

町

(5)その他

町

町

人 口
主 要

集 落 名

町

町

町

町

本町の集落形成は、海岸、平野、丘陵、山岳と多様な地形条件の中で農業集落をはじめ、漁
業、商業などの単位集落が点在しています。

中心市街地は、海岸と丘陵の間に帯状の広がりをもって形成され、広大な鉄道敷地と町道本通
線（旧国道５号）により東西に２分されていますが、北海道新幹線長万部駅の整備により、新た
な産業立地と交流人口の増加が期待されることから、自然環境・景観等との調和を図りながら計
画的な土地利用を推進し、適切な開発の誘導を行うことが望まれます。

また、津波災害や水害に強い地域づくりに向け、長期的な視点に立った戦略的な土地利用・集
落施設、土地基盤の整備を図っていくことが必要です。

特に、地理的条件が異なる集落地区が分散し、地域間の交流促進が望まれる本町においては、
地域住民の心と心が通い合う多様な交流機会と場所を整備し、連帯意識の高揚に努めていく必要
があります。

人口減少や高齢化が進む中、世代ごとの価値観も多様化し、身近な地域単位での問題解決や、
支え合いの取り組みが困難になりつつあり、老朽化する地域会館の更新や新たな住民自治の仕組
みづくりが課題となっています。

今後においては、町民の自治意識や地域連帯感を啓発する一方で、自治活動を支援するための
人的支援施策を継続し、コミュニティ活動の活性化や自主的な地域活動が活発に行われるよう、
地域の身近な活動拠点となる施設の適正な維持管理と整備を進める必要があります。

基 幹
集 落 名

世 帯 数

戸 人 戸 人
長 万 部 1,622 2,870 静 狩 238 385 旭 浜 129 277

国 縫 222 345 大 浜 223 372
双 葉 32 46 富 野 98 195

そ の 他 の
集 落 名

世 帯 数 人 口

戸 人

中 ノ 沢 58 107 平 里 108 169
共 立 22 40 栄 原 55 111
蕨 岱 11 19 豊 津 15 26

茶 屋 川 6 11 豊 野 11 23

知 来 7 13
美 畑 3 10

大 峯 0 0 花 岡 8 15
栗 岡 11 16

長万部町公共施設等総合管理計画の基本方針に基づき、整合性を図りながら、過疎対策に必要と
なる事業を適切に実施します。
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（２）その対策

①

②

③

（３）事業計画（令和３年度～令和７年度）

９　集落の整備 (3)その他 地域会館整備事業

地域会館解体事業

中規模集会施設建設事業

地域敬老会補助事業

連合町内会補助事業

町民参加型スポーツ交流事業

ふれあい交流補助事業

（４）公共施設等総合管理計画等との整合                

11　地域文化の振興等

（１）現況と問題点

（２）その対策

①

②
③

地域の交流拠点施設の整備・維持を図りながら、老朽化した地域会館などの統合・再編を進
めます。

町

町

町

本町には、国指定文化財のヲシャマンベ陣屋跡、道指定天然記念物の二股温泉石灰華、貴重な
生態系の静狩湿原、また町縁故者により寄贈された植木蒼悦記念館や平和祈念館、長万部に育ち
ふるさとの風情を深く愛した和田芳恵の存在など、広く活用が期待される文化的資源が数多くあ
ります。

また、町民センター郷土資料室には鉄道の町として栄えてきた本町の歴史を振り返ることので
きる鉄道資料が数多く展示されており、これらの保護・保存は今後も重要です。

さらに平成２８年にはアイヌシャクシャイン古戦場跡碑を建立しており、引き続き町内のアイ
ヌ文化の保全・伝承を図るとともに、産業面や観光面においても積極的にアイヌ文化を活用した
取り組みの展開が求められています。

平和祈念館、植木蒼悦記念館、町民センター展示資料の適切な維持管理に努め、郷土文化の
継承に努めます。
　指定文化財や埋蔵文化財包蔵地、静狩湿原の適正な保護・保存に努めます。

アイヌ文化の保全・伝承を支援し、アイヌ文化を活かした観光資源のブラッシュアップや水
産物のブランド化などの取り組みを進めます。

都市計画法、農地法、森林法など土地利用関連法の適切な運用を図り、計画的な土地利用の
推進や、北海道新幹線長万部駅開業を見据え、賑わいのある中心市街地整備に向けての有効な
土地利用を検討します。

地域のコミュニティ活動の活性化を図るため、多様な町民参加の機会を充実させて、対話と
合意形成に努め、町民の主体的な活動を支援します。

町

持 続 的 発 展
施 策 区 分

事 業 名
事 業 内 容

事 業
主 体

備 考
（ 施 設 名 ）

町

町

町

長万部町公共施設等総合管理計画の基本方針に基づき、整合性を図りながら、過疎対策に必要と
なる事業を適切に実施します。
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（３）事業計画（令和３年度～令和７年度）

施設等
　その他 芸術鑑賞事業

町記念誌作成事業

水産業アイヌブランド化事業

（４）公共施設等総合管理計画等との整合                

13　その他地域の持続的発展に関し必要な事項

（１）現況と問題点

（２）その対策

①

②

（３）事業計画（令和３年度～令和７年度）

河川水質検査事業

自動車騒音測定事業

河川維持事業

海岸漂着物回収処理事業

東京理科大学地域交流事業

東京理科大学連携事業

（ 施 設 名 ）

町民に潤いを与える緑地等を保全し、河川の水質管理などを進め、噴火湾や写万部山、静狩
湿原など貴重な自然資源に恵まれた地域の環境保全を推進します。

町

町

町

町

町

持 続 的 発 展
施 策 区 分

事 業 名
事 業 内 容

事 業
主 体

備 考

　の持続的発展

10　地域文化の (1)地域文化振興
　振興等

大学

町

本町は、周囲が森林に囲まれ、写万部山や静狩湿原など現在も緑豊かな自然景観を有しており
ますが、閉鎖性海域である内浦湾の水質環境は、沿岸の経済活動の進展に伴い大きな影響を受け
ており今後も一層の保全が必要となっています。

また、本町にキャンパスを有する東京理科大学とは、様々なまちづくりの分野で連携をしてき
ました。長万部キャンパスの再編が決定し、今後設置される学部の動向を踏まえ、大学の知的資
源を活用した取り組みや、大学関連各種イベントへの参加による関係人口の拡大等、関係をさら
に深めたまちづくりを推進していく必要があります。

このように地域の資源や人材を活かしながら、将来にわたって住み続けたいまち、自主・自立
した持続可能なまちづくりが求められています。

東京理科大学の知的資源を活かしたまちづくり、学生との交流を推進するほか、東京理科大
学関連各種イベントへの参加等、関係人口拡大に向けた取り組みを実施します。

事 業 内 容
持 続 的 発 展
施 策 区 分

事 業 名 事 業
主 体

備 考
（ 施 設 名 ）

町

　に関し必要な

12　その他地域

町

　事項

長万部町公共施設等総合管理計画の基本方針に基づき、整合性を図りながら、過疎対策に必要と
なる事業を適切に実施します。
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（４）公共施設等総合管理計画等との整合                

大学東京理科大学長万部校舎環境整備事業

長万部町の自然の中で「全人教育」を
実践する基盤が整備され長万部キャン
バスを志願する効果が期待される。

【事業の必要性】
東京理科大学長万部キャンパスの環境
維持保全のため必要である。

(1)過疎地域持続
的発展特別事業

【事業の効果】

長万部町公共施設等総合管理計画の基本方針に基づき、整合性を図りながら、過疎対策に必要と
なる事業を適切に実施します。
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事業計画（令和３年度～令和７年度）過疎地域持続的発展特別事業分

　公共交通 地域公共交通計画策定・推進

　その他

高齢者等交通移動手段確保事業
（タクシーチケット交付）

持 続 的 発 展
施 策 区 分

事 業 名
事 業 内 容

事 業
主 体

備 考
（ 施 設 名 ）

１　移住・定住・ 　地域間交流 合宿等誘致事業 団体
　地域間交流の促 【事業の必要性】

【事業の効果】

酪農業の労働の軽減はもとより、後継
者・担い手確保育成の観点から必要で
ある。

町外からの集客が期待され、交流人
口・関係人口の拡大を図るため必要で
ある。
【事業の効果】
地域間交流の促進により、魅力ある地
域づくり・交流人口の拡大が図られ
る。

　進、人材育成

　第1次産業 酪農ヘルパー利用組合運営補助事業 団体
【事業の必要性】

酪農者の休日確保により就農環境が改
善され、酪農業の安定化や後継者・担
い手不足の軽減が期待される。

６　子育て環境の
　確保、高齢者等

　整備 【事業の必要性】
地域における交通安全・犯罪防止及び
灯具のＬＥＤ化推進のため必要であ
る。

４　交通施設の 町
　整備、交通手 【事業の必要性】

公共交通維持のため町全体における地
域公共交通の見直しが必要である。
【事業の効果】

【事業の効果】

【事業の効果】
地域組織の維持、地域住民の安心・安
全の確保及び灯具のＬＥＤ化により低
炭素社会への貢献が期待される。

　の向上及び増進

　高齢者・障害者福祉

【事業の必要性】　の保健及び福祉
高齢者等の交通手段の確保と福祉の増
進を図る必要がある。

町

５　生活環境の

持続可能な公共交通ネットワークを一
体的に形成する指針が策定され、交通
弱者の生活に必要な移動手段確保等の
対策に繋がる。

　段の確保

日常生活の交通手段確保により、健康
保持の増進、地域活動の効果的な向上
等、社会参加の増進が図られる。

街路灯電気料・設置改良補助事業 町

２　産業の振興
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老人福祉バス運行事業

乳幼児等医療費助成事業

多子世帯保育料等軽減補助事業

医師確保対策事業　自治体病院 町
【事業の必要性】
一般診療のほかに町民の健康維持や各
種予防接種など嘱託医師が必要であ
る。
【事業の効果】
病院機能の維持・公平性をを確保し、
地域医療の強化が図られる。

　高等学校

長万部町の自然の中で「全人教育」を
実践する基盤が整備され長万部キャン
バスを志願する効果が期待される。

【事業の効果】

　に関し必要な
　事項

通学支援により保護者の負担軽減や学
生の利便性の向上が図られ、入学者の
増加が期待できる。

８　教育の振興

東京理科大学長万部校舎環境整備事業 大学12　その他地域

東京理科大学長万部キャンパスの環境
維持保全のため必要である。
【事業の効果】

【事業の必要性】　の持続的発展

町内唯一の高等学校の維持存続のた
め、通学に対する支援を図る必要があ
る。

【事業の必要性】

【事業の効果】

７　医療の確保

町内主要施設への交通手段確保によ
り、健康保持の増進、地域活動の効果
的な向上等、社会参加の増進が図られ
る。

　その他 町

子育て世帯の経済的な負担を軽減す
る事により仕事と家庭を両立しやすい
環境の充実を図る必要がある。

高等学校制服購入・通学費補助事業 町

【事業の必要性】
子育て世帯の経済的な負担を軽減す

る事により子育てしやすい環境の充実
を図る必要がある。

町

【事業の効果】

【事業の必要性】
町内主要施設への交通手段の確保と福
祉の増進を図る必要がある。
【事業の効果】

子育て世帯の経済的な負担軽減により
出生率の向上が期待され、少子化対策
として有効である。

子育て世帯の経済的な負担軽減により
出生率の向上が期待され、少子化対策
として有効である。

町
【事業の必要性】
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